
 

 

 

 

        

 

 

 
         図１－１ 「官庁建物実態調査」対象建物の延べ面積の建築年次別内 
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図１ 「官庁建物実態調査」対象建物の延べ面積の建築年次別内訳 
    （総延べ面積（国有） 約 1,356 万㎡／平成 13 年 3 月末現在） 
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図２「官庁建物実態調査」の建築物の経年別シェアの推移 
   （総延べ面積（公民借含む） 約 1,393 万㎡／平成 13 年 3 月末現在）
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図３ 国家機関の建築物のストックの長寿命化（将来予測） 
     財務省 国有財産情報公開システムデータより推計（独立行政法人含む） 
    （施設管理形態等が今後も同一であることとし、2001 年 3 月 31 日を基準に算定） 

（別紙１）
官庁施設のストックの現況と将来予測 


